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経済成長フォーラム 

「企業の農業参入」企業経営者緊急アンケート調査報告 

大田弘子元経済財政担当相を座長とする有識者会議「経済成長フォーラム」 (事務局：公益財団

法人 日本生産性本部)は、この度企業経営者を対象に農業参入に関するアンケート調査を実施した

（全回答数 280 社、うち参入《検討を含む》企業 70 社）。 

 

主な調査結果は下記のとおり（カッコ内は回答率）。詳細は別添資料を参照してください。 

１．企業も農地所有できた方がよいとする回答が、参入企業の過半（53.1％、図１） 

２．収支は、農業事業全体で黒字企業は 3分の 1程度（33.3％、図 2） 

３．参入時に、農協（JA）は農業委員会、自治体と比較して非協力的（44.4％、図 3） 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般的に企業が農地所有できた方が
よいと思うか
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図１ 

農業事業全体(農産物の生産･加工･流
通･販売などを含む）として単年度黒字を達

成したか(達成する見込みか)
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図２

  

 

 

 

 

 

 

 

 

農業参入する際、地元農協や自治体などは
どの程度協力的だったか
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≪経済成長フォーラム・メンバー≫ 

 

大田 弘子 政策研究大学院大学教授(座長) 

高橋 進 ㈱日本総合研究所理事長 

冨山 和彦 ㈱経営共創基盤代表取締役 CEO 

金丸 恭文 ﾌｭｰﾁｬｰｱｰｷﾃｸﾄ㈱代表取締役会長兼社長 

新浪 剛史 ㈱ローソン代表取締役 CEO 

八田 達夫 経済同友会政策分析センター長 

本間 正義 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

山下 一仁 キヤノングローバル戦略研究所研究主幹 

（お問合せ先）経済成長フォーラム事務局・（公財）日本生産性本部・公共政策部 

         担当： 内山・木内 TEL.03-3409-1137  FAX.03-3409-2810 

（同日配付記者クラブ）経済団体記者会、農政クラブ、農林記者会、内閣府記者クラブ 


